
平成13年３月期  ５．個別財務諸表の概要
平成13年５月25日

会       社    名 株式会社　ワオ・コーポレーション　（店頭登録銘柄）

コ ー ド 番 号 ９７３０ 本社所在都道府県　　大阪府

本 社 所 在 地 大阪市北区中崎西２丁目６番１７号

問  合  せ  先 責任者役職名 取締役管理本部長

氏        名 山口　善系 ＴＥＬ（０６）６３７７－７９７１

決算取締役会開催日 平成13年５月25日

定時株主総会開催日 平成13年６月28日 中間配当制度の有無  有

１．平成13年３月期の業績（平成12年４月１日～平成13年３月31日）

   (1)経営成績 (記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
平成13年３月期 11,717 (△ 3.3) 387 (△ 63.9) 375 (△ 65.0) 37 (△ 89.8)
平成12年３月期 12,121 (△ 4.1) 1,073 (△ 16.2) 1,071 (△ 14.5) 366 (△ 13.1)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総　資　本
経常利益率

売　上　高
経常利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
平成13年３月期 4 36 － － 0.5 2.9 3.2 
平成12年３月期 42 67 － － 5.4 8.5 8.8 

(注)  １．期中平均株式数 平成13年3月期

平成12年3月期

      ２．会計処理の方法の変更はありません。

      ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

   (2)配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中　間 期　末 （年　間） 配 当 率

百万円 ％ ％
平成13年３月期 17円50銭 5円 0銭 12円50銭 150 401.0 2.2 
平成12年３月期 17円50銭 5円 0銭 12円50銭 150 41.0 2.2 

   (3)財政状態

総  資  産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
平成13年３月期 12,524 6,845 54.7 796 1
平成12年３月期 13,011 6,958 53.5 809 15

(注)1.期末発行済株式数 平成13年3月期

平成12年3月期

２．平成14年３月期の業績予想（平成13年４月１日～平成14年３月31日）

１株当たり年間配当金

中　間 期　末

百万円 百万円 百万円
中 間 期 5,800 200 70 5円 0銭 － －
通 期 11,800 550 200 － 12円50銭 17円50銭

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）23円25銭

8,600,000 株

8,600,000 株

8,600,000 株

8,600,000 株

配当性向

売上高 経常利益 当期純利益

店
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６．個別財務諸表等

【 貸借対照表 】 （単位：千円）
期  別  

（平成12年３月31日現在） （平成13年３月31日現在）

  科  目 金    額 構成比 金    額 構成比

％ ％

Ⅰ 流動資産

１.現金及び預金 2,995,391 965,270 △ 2,030,121 

２.未収授業料等収入 76,801 605,337 528,536 

３.教材 335,373 355,373 20,000 

４.仕掛品 - 24,204 24,204 

５.貯蔵品 25,004 14,916 △ 10,088 

６.繰延税金資産 61,244 92,993 31,749 

７.自己株式 539 145 △ 394 

８.前払費用 184,916 193,793 8,877 

９.関係会社短期貸付金 - 250,000 250,000 

10.未収収益 109 509 400 

11.未収入金  ※３ 131,437 222,801 91,364 

12.その他 10,234 31,573 21,339 

    貸倒引当金 △ 3,580 △ 21,156 △ 17,576 

    流動資産合計 3,817,473 29.3 2,735,763 21.8 △ 1,081,710 

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産　※１

１.建物　※２ 1,579,618 1,468,428 △ 111,190 

２.構築物 98,177 85,931 △ 12,246 

３.器具備品 245,663 404,095 158,432 

４.土地　※２ 3,491,604 3,491,604 - 

５.建設仮勘定 13,303 178,830 165,527 

    有形固定資産合計 5,428,366 41.7 5,628,891 45.0 200,525 

(2) 無形固定資産

１．ソフトウェア 151,918 171,653 19,735 

２．電話加入権 59,885 59,812 △ 73 

３．その他 8,863 1,792 △ 7,071 

    無形固定資産合計 220,666 1.7 233,257 1.9 12,591 

(3) 投資その他の資産

１.投資有価証券 115,929 134,693 18,764 

２.関係会社株式 1,342,481 1,522,481 180,000 

３.出資金 138,451 177,904 39,453 

４.長期貸付金 36,220 36,051 △ 169 

５.関係会社長期貸付金 40,000 140,000 100,000 

６.長期前払費用 16,501 36,421 19,920 

７.繰延税金資産 5,330 53,380 48,050 

８.保証金 1,655,744 1,661,400 5,656 

９.会員権 57,718 16,700 △ 41,018 

10.その他 138,270 175,111 36,841 

    貸倒引当金 △ 1,234 △ 27,817 △ 26,583 

    投資その他の資産合計 3,545,414 27.3 3,926,326 31.3 380,912 

    固定資産合計 9,194,447 70.7 9,788,475 78.2 594,028 

    資  産  合  計 13,011,921 100.0 12,524,238 100.0 △ 487,683 

 

（  資  産  の  部  ）

増減
(△印減)

前       期       末 当       期       末

- 18 -



期  別  

（平成12年３月31日現在） （平成13年３月31日現在）

  科  目 金    額 構成比 金    額 構成比

（  負  債  の  部  ） ％ ％

Ⅰ 流動負債

１.短期借入金　※２ 350,000 1,000,000 650,000 

２.一年内返済予定長期借入金　※２ 737,300 443,800 △ 293,500 

３.未払金　※３ 665,041 598,674 △ 66,367 

４.未払費用 388,267 383,729 △ 4,538 

５.未払法人税等 195,849 198,670 2,821 

６.未払事業所税 26,119 21,394 △ 4,725 

７.未払消費税等 73,388 77,327 3,939 

８.前受授業料等収入 1,881,731 1,348,166 △ 533,565 

９.預り金 19,756 20,630 874 

10.その他 - 5,062 5,062 

    流動負債合計 4,337,454 33.3 4,097,455 32.7 △ 239,999 

Ⅱ 固定負債

１.長期借入金　※２ 1,478,900 1,235,100 △ 243,800 

２.退職給付引当金 - 31,772 31,772 

３.長期未払金 116,353 133,270 16,917 

４.預り保証金　※３ 120,528 171,816 51,288 

５.その他 - 9,097 9,097 

    固定負債合計 1,715,781 13.2 1,581,056 12.6 △ 134,725 

     負  債  合  計 6,053,236 46.5 5,678,511 45.3 △ 374,725 

 

(  資  本  の  部  )

Ⅰ 資本金 1,146,375 8.8 1,146,375 9.2 - 

Ⅱ 資本準備金 996,375 7.7 996,375 8.0 - 

Ⅲ 利益準備金 132,823 1.0 147,871 1.2 15,048 

Ⅳ その他の剰余金

１.任意積立金

     別途積立金 4,066,000 4,366,000 300,000 

２.当期未処分利益 617,111 189,105 △ 428,006 

    その他の剰余金合計 4,683,111 36.0 4,555,105 36.3 △ 128,006 

    資  本  合  計 6,958,684 53.5 6,845,726 54.7 △ 112,958 

    負 債・資 本 合 計 13,011,921 100.0 12,524,238 100.0 △ 487,683 

 

増減
(△印減)

前       期       末 当       期       末
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【 損益計算書 】 （単位：千円）
期  別   

自　平成11年４月１日 自　平成12年４月１日
至　平成12年３月31日 至　平成13年３月31日

  科  目 金    額 百分比 金    額 百分比 金　　額

％ ％

Ⅰ 売上高 12,121,114 100.0 11,717,461 100.0 △ 403,653 

Ⅱ 営業費用 8,383,811 69.2 8,693,944 74.2 310,133 

    営業総利益 3,737,303 30.8 3,023,517 25.8 △ 713,786 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,663,859 22.0 2,635,648 22.5 △ 28,211 

    営業利益 1,073,444 8.8 387,869 3.3 △ 685,575 

Ⅳ 営業外収益

１.受取利息 9,792 5,644 △ 4,148 

２.賃貸料収入　※１ 66,000 78,000 12,000 

３.投資事業組合投資利益 - 24,676 24,676 

４.有価証券売却益 15,002 - △ 15,002 

５.受取手数料  ※１ - 24,280 24,280 

６.その他 20,519 7,439 △ 13,080 

　　営業外収益合計 111,313 0.9 140,040 1.2 28,727 

Ⅴ 営業外費用

１.支払利息 43,849 51,703 7,854 

２.賃貸料収入原価 60,853 65,485 4,632 

３.有価証券売却損 - 606 606 

４.貸倒引当金繰入額 - 24,782 24,782 

５.その他 9,026 10,165 1,139 

　　営業外費用合計 113,730 0.9 152,743 1.3 39,013 

    経  常  利  益 1,071,027 8.8 375,166 3.2 △ 695,861 

Ⅵ 特別利益

１.固定資産売却益  ※２ - 326 326 

２.保険解約返戻金収入 - 7,098 7,098 

　　特別利益合計 - 0.0 7,425 0.1 7,425 

Ⅶ 特別損失

１.固定資産除却損  ※３ 140,911 110,316 △ 30,595 

２.投資有価証券評価減 158,018 12,231 △ 145,787 

３.役員退職金 - 24,450 24,450 

４.ゴルフ会員権評価減 - 41,018 41,018 

５.その他 15,409 3,979 △ 11,430 

　　特別損失合計 314,338 2.6 191,995 1.6 △ 122,343 

税引前当期純利益 756,688 6.2 190,595 1.6 △ 566,093 

    税引前当期利益法人税、住民税及び事業税 368,466 3.0 232,870 2.0 △ 135,596 

法人税等調整額 21,234 0.2 △ 79,798 △ 0.7 △ 101,032 

    法人税及び住民税当期純利益 366,988 3.0 37,524 0.3 △ 329,464 

    当期利益前期繰越利益 209,592 198,877 △ 10,715 

    前期繰越利益過年度税効果調整額 87,810 - △ 87,810 

中間配当額 42,980 42,997 17 

    中間配当額中間配当に伴う利益準備金積立額 4,298 4,299 1 

     中間配当に伴う利益準備金積立額当期未処分利益 617,111 189,105 △ 428,006 

増　　減
（△印減）

前　　　　　　期 当　　　　　　期
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【 利益処分案 】 （単位：千円）
期    別    前　　　　　　　期 当　　　　　　期

自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日
    科    目 至 平成12年３月31日 至 平成13年３月31日

Ⅰ 当期未処分利益 617,111 189,105 △ 428,006   

Ⅱ 利益処分額
1．利益準備金 10,748 10,749 1   
2．株主配当金 107,485 107,494 9   

3．任意積立金
     別途積立金 300,000 - △ 300,000   

Ⅲ 次期繰越利益 198,877 70,862 △ 128,015   

(注) 1.平成12年12月15日に42,997千円（１株につき５円）の中間配当を実施いたしました。
  2.前期の株主配当金は、自己株式1,160株を除いて計算しております。
  3.当期の株主配当金は、自己株式475株を除いて計算しております。

（普通配当12円50銭） （普通配当12円50銭）

増　　減
（△印減）
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重要な会計方針

1.有価証券の評価基準及び評価方法 1.有価証券の評価基準及び評価方法
取引所の相場のある有価証券 (1)子会社株式
  移動平均法に基づく低価法(洗い替え方式)に
よっております。

移動平均法に基づく原価法によっております。

取引所の相場のない有価証券 (2)その他有価証券
   移動平均法に基づく原価法によっております。    時価のあるもの

     移動平均法に基づく原価法によっております｡
   その他の有価証券
     移動平均法に基づく原価法によっております｡

2.棚卸資産の評価基準及び評価方法 2.棚卸資産の評価基準及び評価方法

教材・貯蔵品 教材・貯蔵品

総平均法に基づく原価法によっております。 同左

仕掛品

個別法による原価法によっております。

3.固定資産の減価償却の方法 3.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 (1)有形固定資産
  法人税法に規定する方法と同一の基準による
定率法を採用しております。
  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）については、定額法
によっております。

  定率法によっております。
  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）については、定額法
によっております。

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産
  法人税法に規定する方法と同一の基準による
定額法を採用しております。
  ただし、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法によっております。

  定額法によっております。
  ただし、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法によっております。

(3)長期前払費用 (3)長期前払費用
  法人税法に規定する方法と同一の基準による
定額法を採用しております。

  均等償却をしております。

4.引当金の計上基準 4.引当金の計上基準

貸倒引当金 (1)貸倒引当金
  債権の貸倒による損失に備えるため、法人税
法の規定(実績繰入率)による限度相当額を計上
しております。

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

(2)退職給付引当金
  従業員の退職給付に備えるため、当期末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当期末において発生していると認められる
額を計上しております。
  なお、会計基準変更時差異については15年に
よる按分額を費用処理しております。

  また、数理計算上の差異については、翌期よ
り５年による按分額を費用処理することとして
おります。

5.収益計上基準 5.収益計上基準
  入会要項に基づいて会員より受け入れた授業
料は在籍期間に対応して、また、入会金は入会
時に、教材費は教材引渡時にそれぞれ売上高に
計上しております。

  同左

6.リース取引の処理方法 6.リース取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移転するものと
認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。

  同左

7.ヘッジ会計の方法
(1)ヘッジ会計の方法
  繰延ヘッジ処理によっております。
(2)ヘッジ手段と対象
・ヘッジ手段
  デリバティブ取引(金利スワップ取引)
・ヘッジ対象
  市場金利の変動によりキャッシュ・フローが
変動するもの(変動金利の借入金)
(3)ヘッジ方針
  資金調達における金利上昇の影響をヘッジす
ることを目的としております。
(4)ヘッジ有効性の評価方法

  ヘッジ手段の指標金利とヘッジ対象の指標金
利との変動幅等について、一定の相関性を判定
することにより評価しております。

当                      期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

前                      期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日
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8.その他財務諸表作成のための重要な事項 8.その他財務諸表作成のための重要な事項
(1)適格退職年金制度 (1)適格退職年金制度

  当社は昭和57年12月1日より適格退職年金制度
を採用しており、平成11年11月30日現在におけ
る年金資産残高は303,180千円であり、過去勤務
費用の償却期間は15年であります。
  なお、拠出額は営業費用と販売費及び一般管
理費に計上しております。

(2)消費税等の処理方法 (2)消費税等の処理方法

  税抜方式によっております。   同左
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追加情報

  当期より金融商品に係る会計基準(｢金融商品に関す
る会計基準の設定に関する意見書｣ (企業会計審議会平
成11年1月22日))を適用し、その他有価証券で時価のあ
るものについては、移動平均法による低価法(洗い替え
方式)から移動平均法による原価法に変更しておりま
す。

  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検
討し、その他有価証券は投資有価証券として表示して
おります。

  この変更に伴い従来の方法によった場合に比べ、経
常利益は15,789千円多く、税引前当期純利益は15,789
千円多く、計上されております。

  当期においては、その他有価証券のうち時価のある
ものについて時価評価しておりません。

  なお、平成12年大蔵省令第8号附則第4項によるその
他有価証券に係る貸借対照表計上額等は次のとおりで
あります。

貸借対照表計上額           62,293千円
時価                       46,503千円
評価差額金相当額          △9,205千円
繰延税金資産相当額          6,584千円

  当期より退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る
会計基準の設定に関する意見書｣ (企業会計審議会平成
10年6月16日))を適用しております。

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ退
職給付費用は31,772千円多く、経常利益及び税引前当
期純利益は31,772千円少なく計上されております。

  自社利用のソフトウェアについては、｢研究開発費
及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針｣（日
本公認会計士協会、会計制度委員会報告第12号 平成
11年3月31日）の経過措置の適用により、従来の会計
処理方法を継続しております。ただし、同報告により
上記に係るソフトウェアの表示については、当期より
投資その他の資産の｢長期前払費用｣から無形固定資産
の｢ソフトウェア｣に変更しております。

  なお、減価償却方法は、社内における利用可能期間
(5年)に基づく定額法によっております。

  財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計
を適用しております。これに伴い、税効果会計を適用
しない場合と比較して、繰延税金資産(流動資産)が
61,244千円及び繰延税金資産(固定資産)が5,330千円
それぞれ新たに計上されるとともに、当期純利益は
21,234千円少なく、当期未処分利益は66,575千円多く
計上されております。

表示方法の変更

（損益計算書）
  投資事業組合投資利益は、営業外収益の総額の100分の
  10を超えることとなったため、区分掲記しております。
    なお､前期は営業外費用の｢その他｣に投資事業組合投資
  損失が5,269千円含まれております。

至　平成12年３月31日 至　平成13年３月31日

前                      期 当                      期
自　平成11年４月１日 自　平成12年４月１日

至　平成12年３月31日 至　平成13年３月31日

前                      期 当                      期
自　平成11年４月１日 自　平成12年４月１日
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【 注記事項 】

[貸借対照表関係] （単位：千円）

前　　　　　　　期 当　　　　　　　期

（平成12年３月31日現在） （平成13年３月31日現在）

※１有形固定資産の減価償却累計額 1,629,984 1,886,310

※２担保に供している資産

 　　建       物   198,496 186,809

　　 土       地   628,300 628,300

          計 826,796 815,109

上記の担保資産に対する債務

 　　短   期   借   入   金　 200,000 800,000

　　 1年内返済予定長期借入金 372,300 192,600

 　　長   期   借   入   金　 558,900 366,300

※３関係会社に係る注記

　　 未収入金 - 164,620

　　 未払金 179,149 261,451

　　 預り保証金 120,528 171,816

4 保証債務

844,600 697,020

[損益計算書関係] （単位：千円）

前　　　　　　　期 当　　　　　　　期

自  平成 11年 ４月１日 自  平成 12年 ４月１日

至  平成 12年 ３月31日 至  平成 13年 ３月31日

※１関係会社に係る注記

　  賃  貸  料  収 入　　　 66,000 78,000

　  受  取  手  数 料　 － 16,250

※２固定資産売却益

　　器 　具 　備 　品　 － 326

※３固定資産除却損

　　建　　   　　　物　 36,380 31,987

　　構　 　築  　　物　 563 3,023

　　器 　具 　備 　品　 7,911 6,298

　　原 状 回 復 費 用　　 96,055 69,006

　　合　　　   　　計　 140,911 110,316

関係会社２社の金融機関からの
借入金に対して、債務保証を
行っております。

関係会社２社の金融機関からの
借入金に対して、債務保証を
行っております。
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［ リース取引関係 ］

（単位：千円）

前　　　　　　　　期 当　　　　　　　　期

　　自　平成　11年　４月　１日　　 　　自　平成　12年　４月　１日　　

　　至　平成　12年　３月　31日　　 　　至　平成　13年　３月　31日　　

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められる    リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
   もの以外のファイナンス・リース取引    もの以外のファイナンス・リース取引

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
   額及び期末残高相当額    額及び期末残高相当額

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額 相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額 相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

器 具 備 品 1,258,952 670,370 588,581 器 具 備 品 1,475,338 593,106 882,231

車 両 運 搬 具 38,872 33,591 5,281 車 両 運 搬 具 29,038 15,220 13,817

ソフトウェア 78,352 22,130 56,221 ソフトウェア 77,077 35,282 41,795

合 計 1,376,177 726,092 650,084 合 計 1,581,453 643,609 937,844

2．未経過リース料期末残高相当額 2．未経過リース料期末残高相当額

一 年 内 235,674 一 年 内 310,353
一 年 超 428,405 一 年 超 647,504
合     計 664,079 合     計 957,858

3．当期の支払リース料、減価償却費相当額 3．当期の支払リース料、減価償却費相当額
    及び支払利息相当額     及び支払利息相当額

　支払リース料 279,147 　支払リース料 345,385
　減価償却費相当額 249,998 　減価償却費相当額 311,245
　支払利息相当額 21,194 　支払利息相当額 26,240

4．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 4．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする    同左
   定額法によっております。

(2)利息相当額の算定方法 (2)利息相当額の算定方法
   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との    同左
   差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
   ては、利息法によっております。

(1)減価償却費相当額の算定方法 (1)減価償却費相当額の算定方法
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［ 税効果会計関係 ］
(単位：千円）

前     期 当     期

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（１）流動の部
（繰延税金資産）
　賞与引当金繰入限度超過額 20,978 42,142
　未払事業税等損金不算入 26,066 23,621
　貸倒引当金繰入限度超過額 －  5,959
　貸倒損失損金不算入 7,946 7,613
　一括償却資産損金不算入 3,645 6,360
　未払修繕費損金不算入 －  6,722
　その他 2,607 572
　繰延税金資産  合計 61,244 92,993

（２）固定の部
（繰延税金資産）
　ソフトウェア償却限度超過額 3,155 9,652
　一括償却資産損金不算入 1,868 4,492
　貸倒引当金繰入限度超過額 －  8,881
　ゴルフ会員権評価減損金不算入 －  17,104
　退職給付引当金損金不算入 －  13,248
　その他 306 －  
　繰延税金資産  合計 5,330 53,380

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.7% 41.7%
（調整）
　住民税均等割 8.3% 34.8%
　受取配当等の益金不算入 △ 1.5% －  
　控除しきれなかった源泉所得税等 1.6% －  
　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4% 3.1%
　同族会社の留保金課税に係る法人税及び住民税 0.8% －  
　その他 0.2% 0.7%
　税効果適用後の法人税等の負担率 51.5% 80.3%

［ デリバティブ取引関係 ］

  当社の利用しているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ
取引に関する注記を省略しております。

７．役員の異動

平成13年６月28日開催予定の第27回定時株主総会において、役員の異動は予定しておりません。
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